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流域治水対策等の主な支援事業集

〇水害の激甚化等を踏まえ、関係16（R5以降は17）府省庁による「流域治水の推進に向けた関係
省庁実務者会議」を設置（R2.10.28）。

〇流域治水の着実な推進に向け、各省庁におけるこれまでの取組と今後の進め方・具体的な取組を
「流域治水推進行動計画」としてとりまとめ（R3.7.30）。

〇関係府省庁における支援制度を一元化し関係自治体等に周知するため、「流域治水対策等の主な支
援事業集」を作成・公表（R6.４）。
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※一部抜粋

引用：https://www.mlit.go.jp/river/kasen/suisin/renkei001.html

一時避難場所整備緊急促進事業（R6拡充）
要件を満たした一時避難スペース、防災備蓄倉庫、
関連施設の整備に対して支援を行う制度

グリーンファイナンス拡大に向けた市場基盤整
備支援事業（R6）
気候変動適応や環境イノベーションに向けた研究開
発への資金調達等の支援に要する費用を補助

https://www.mlit.go.jp/river/kasen/suisin/renkei001.html


災害の自分事化プロジェクト

〇災害の自分事化協議会((一財)国土技術研究センター)は、国土交通省が設置した「水害リスクを自
分事化し、流域治水に取り組む主体を増やす自分事化検討会」による検討を踏まえ、全国各地に残る
災害伝承に係る情報（コンテンツ、活動）のうち、心を揺さぶり行動に誘う良質な情報を発掘・育成
するとともに、その情報を伝える仕組みを全国で展開。
〇検討結果とりまとめを公表（R6.５）。

ミッション 災害犠牲者を減らし、災害後も持続的な地域社会の構築
を目指すもの

コンセプト ①心を揺さぶり行動に誘う良質な情報を発掘・育成、②
良質な情報を展開・普及する取り組みの構築・実践

ゴール 災害を自分事化して、新たな行動「平時から備える」
「避難すること」をとる。

■良質な情報を発掘・育成する取り組み
「NIPPON防災資産」の認定制度を創設（「優良認定」「認定」の
二段階、4年間）
事実、リアリティー、教訓、深化の４項目を基準に評価
流域治水協議会が推薦・事務局抽出（「認定」案件）

■良質な情報を伝える取り組み
送り手（自治体、メディア等）が協議会等により情報発信し、受け
手（一般的な人）が情報の受発信

■取り組みと評価
「平時から備える」行動における自分事化の現状、進展に着目した
定量化による評価

2引用：https://www.jice.or.jp/saigai-jibungoto

https://www.jice.or.jp/saigai-jibungoto


NIPPON防災遺産

〇内閣府、国土交通省では、地域で発生した災害の状況を分かりやすく伝える施設や災害の教訓を伝
承する活動などを、「NIPPON防災資産」として内閣府特命担当大臣（防災）、国土交通大臣が認定
する制度を令和6年5月に新たに創設。令和6年9月5日に第1回の認定案件を公表。

3引用： https://www.mlit.go.jp/river/bousai/bousai-shisan/index.html

・平成23年紀伊半島大水害の被災者が自身の被災体験で学んだ教訓を伝承す
るため、手書きの紙芝居を製作する等の工夫を凝らした、多くの語り部活動
が実施されている。

・県内外の自治会や自主防災組織、行政団体等を対象とした団体啓発研修等へ
の積極的な取組が行われている。

【優良認定】和歌山県土砂災害啓発センター

対象災害 平成23年紀伊半島大水害

https://www.mlit.go.jp/river/bousai/bousai-shisan/index.html

